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資 料 ３－２

特定再資源化等物品関係検討タスクフォース/小委員会 合同会議報告書のポイント

Ⅰ．ＡＳＲのリサイクル率について

【１．前 提】

○使用済自動車全体のリサイクル率は、既にマテリアルリサイクルで８０％程度ま
で達している状況。

○さらなるリサイクル率向上のために、自動車リサイクル法の規定に基づいて自動
車製造業者等が達成すべきＡＳＲのリサイクル率を検討するに際しては、以下の
理由から、マテリアルリサイクルとサーマルリサイクルの双方の要素を踏まえた
ものとすることが適当。

（理由）
・ＡＳＲは、金属等の資源を回収した後の最終残さであるため、マテリアルリサ
イクルが本来的に容易ではなく、最終処分量の極小化を図り廃棄物処分場の逼
迫問題等の解消に資するためには、サーマルリサイクルを相当程度位置付ける
ことが必要不可欠。

・現在稼働中又は稼働予定であるＡＳＲリサイクル技術・施設のうち主要なもの
は、いずれもＡＳＲ中の可燃物たる有機物からの電力・熱・可燃ガス等のエネ
ルギー回収（利用）と金属・スラグ等のマテリアル回収の双方を組み合わせた
複合的なものとなっている。

【２．ＡＳＲリサイクル率の計算方法】

「 」○各施設における物質・ｴﾈﾙｷﾞｰの投入と回収の比率である ＡＳＲ投入施設活用率
の考え方に基づいて、施設のリサイクル性を評価。
→一定レベル ０ ４０ 以上のものをＡＳＲリサイクル率を計算するにあたっ（ ． ）
て組入れ可能な施設とする。

ＡＳＲ投入施設活用率
＝ 回収ｴﾈﾙｷﾞｰのASR換算重量合計 ＋ 回収ﾏﾃﾘｱﾙ重量合計 ≧０．４０
投入可燃分等のASR換算重量合計＋ 投入灰分の重量合計

※各施設への投入物例：ＡＳＲ、他の廃棄物、鉱石、化石燃料、石灰石

回収例 ：金属、溶融スラグ、回収電力、回収熱、回収ガス

※各施設におけるマテリアルリサイクルとサーマルリサイクルの双方を加味して評価する

ことが可能となるよう、エネルギーをＡＳＲ重量に換算して評価。
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○以下の算式で、自動車製造業者等は毎年度ＡＳＲリサイクル率を計算。

ＡＳＲリサイクル率 ＝

ASR投入施設活用率を満たす 当該施設から排出 31条認定を前提に電炉等投入し 電炉等から排出
施設への投入ASR重量 される残さ重量 ＋ た廃車ガラ中のＡＳＲ相当重量 される残さ重量

自動車製造業者等が引き取ったＡＳＲ重量 ＋ ３１条認定を前提に電炉等投入した
廃車ガラ中のＡＳＲ相当重量

（ ）いずれも年度毎まとめての重量

※「残さ」とは、リサイクル施設又は電炉等から排出された後、埋立や単純焼却により処理

されたものを指す。

※全部再資源化（３１条）認定のケース（自動車製造業者等が解体業者等に委託してＡＳＲを

生じさせな い方法で解体自動車（廃車ガラ）を国内においてリサイクル・処理（自動車製

造業者等が解体業者等に精緻な解体等の実施を委託し、電炉・転炉に廃車ガラを投入する

場合を想定）することを主務大臣が認定したもの）についても、ＡＳＲリサイクル率の算

定にあたって位置付ける。

【３．ＡＳＲリサイクル率が満たすべき水準】

○自動車製造業者等が達成すべきＡＳＲリサイクル率の水準は 「使用済み自動車、

リサイクル・イニシァティブ（平成９年策定 」における「２０１５年以降使用）

済自動車全体のリサイクル率９５％」との目標（ＥＵ廃車指令等の目標水準と同

レベル）を十分に満たすものとなるよう、以下のとおり設定。

ＡＳＲリサイクル施設の整備に要する準備期間を考慮し、２０１５年度に向け

て段階的に引き上げを行う。

ＡＳＲリサイクル率

２００５年度以降 ３０％以上

２０１０年度以降 ５０％以上

２０１５年度以降 ７０％以上

Ⅱ．エアバッグ類について

○エアバッグ類の適正処理・再資源化の方法として、取外し回収して一定の

施設に集めて作動処理する方法に加え 解体業者において車上作動処理 使、 （
用済自動車に搭載されたままの状態での作動処理）する方法についても位

置付け。
○自動車製造業者等が達成すべきエアバッグ類のリサイクル率の水準は、

その金属組成を考慮して、毎年度８５％以上（重量ベース）とする。


